別記様式第１号(第６条関係)

令和　　年　　月　　日

　高山市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　　－
　　　　　　　　　　　　　　　申請者　所在地(住所)　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　称　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　
　指定事業者指定申請書
高山市企業立地促進条例第５条第４項の規定に基づき、次のとおり申請します。
記

１　事業者の概要
	本社の所在地
	

	会社の名称
	

	代表者氏名
	

	資本金(出資金)
	千円
	従業員数
	人　

	業種及び事業概要

	


２　当該施設の概要
	設置の区分
	新設　・　増設　・　移設

	所在地
	高山市

	地域指定

（該当する場合□に✓）
	□用途区域　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□過疎地域

□農業振興地域
□その他の地域（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	規模
	土地　　　　　　　　　　　　㎡
	家屋　　　　　　　　　　　　㎡

	設置に要した費用
（内訳）
	取得費　　　　　　　　　　　円
	借上料等　　　　　　　　　　円

	
	区分
	価格

	
	固定資産
	土地
	取得　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

借上　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	家屋
	取得　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

借上　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	償却資産
	取得　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

借上　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	その他
	取得　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

借上　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	その他
	取得　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

借上　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	合計
	取得　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

借上　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	工事期間
	着手　　　　　　年　　月　　日
	完成　　　　　　　年　　月　　日

	操業開始の日
	年　　月　　日

	当該施設の従業員数
	操業開始時の常時雇用従業員数　　　　　　　　　　　人

基準従業員数（増設、移設の場合のみ）　　　　　　　人

	当該施設の概要
　設立経緯

　業務内容

　運営形態

　事業計画等
	


　※常時雇用従業員数：常時雇用する従業員の数とし、以下の場合は除く。

①２月以内の期間を定めて使用される者

②季節的業務に４月以内の期間を定めて使用される者

③試の試用期間中の者
④賃金が日額又は時間額で定められている従業員

　　基準従業員数：操業開始の日の１年前における常時雇用従業員の数

３　常時雇用従業員名簿
　操業開始の日・操業開始の日の1年前【令和　　年　　月　　日】　　　　　　　　　　No.

	No
	氏名
	住所
	年齢
(満年齢)
	採用年月日
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※増設又は移設の場合は、操業開始の日の１年前（基準従業員）の名簿も作成すること。
４　添付書類（当該施設に係るもの）
　⑴　法人の登記事項証明書及び定款又は規約の写し（個人にあっては、申請者の住民票の写し）

　⑵　土地の登記事項証明書及び位置図の写し

　⑶　家屋の登記事項証明書及び平面図の写し（増設にあっては、既存家屋の平面図の写しを含む。）

　⑷　固定資産の売買契約書又は借上料等の賃貸借契約書及び領収書の写し

　⑸　固定資産の区分ごとの明細がわかる資料

　⑹　決算書等経営内容を確認できる資料
　⑺　その他市長が必要と認める資料
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